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ccsワークショップ2008

一 ccs技術開発の現状と課題-

坂田興

財団法人エネルギー総合工学研究所

〒105-0003 東京朝3港区西新橋1-14-2

1 .はじめに および学会が名を連ねた。産官学から490名が詰めかけ、

満員の会場は熱気lこ溢れ(図 1)、ccsへの関心の高さ

二酸化炭素回収・貯留 (ccs)梯閥、澗愛化対策の を感じることができた。プログラムを表1に示す。

有望断"jのーっとして、注目を集めている。また、水素エネ

ルギーシステムにおいて、現状の化石燃料由来の水素と、

炭素フリー水素で、ある再生可能エネルギー由来の水素に

至る過渡的な段階で、ccsとリンクした化石燃料由来の

水素動査が考えられており、水素エネルギーシステムの面

からもきわめて重要なt話~jと言える。

財団法人地球環境産業捌研究樹蕎(町田)の主催で

iCCS ワークショッフ。2008 一ccs梯~j開発の現

状と課題ーJと題するワークショッフ。が開催されたので、

その概要を記す。

(出典:財団法人地球環境産業技制漸矧鮒茸(町rE)

図1 満員の会場風景

2. CCSワークショップ2008の概要

本ワークショップは、 2008年9月26日(金) 1 0 

時""'1 7時に、ホテルグランドパレスで、開催された。共催

には財団法人エンジニアリング振興協会、後援には経済産

業省、独立行政j去人新エネルギー・産業制f総合開発樹帯、

独立行政法人産業技術総合研究所およひ液数の財団法人
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表1 プログラム(敬税調各)

0開会挨拶 町田副理事長・研郷庁長茅陽一

-基調講演1

「日本における二酸化炭素回収貯留 (cc S) f静府

の実用化にむけてJ

三橋敏弘(経済産業省地球環境梯"1室)
-基調講演2

「世界におけるCCSの動向」

AK(TonがRar制帥蜘伊C紅白n伽司as)

-講演1

iCCSのグローバルな展開」

Rachelα時住戸市nentfor臥lSIness， Entβ~rpn艶 and

R昭由旬巧TRefonn， UK) 

・講演2

「豪州におけるCCSプロジェクト」

以mnisRVanPu戸Telde(Coopera也TeResearch Cen回-

furG脱出ou艶GasTEclmo1噂回)

.講演3

iMASDARCCSプロジェクト」

Bad町 sa任rlAll.amki仏huDhabiFU加reEne耶 7

Com伊 ny(lV仏SDAR))

・講演4

「日本CCS調査株式会社の発足と事業計画の紹介」

阿部正憲(日本CCS調査株式会社)

0閉会の挨拶町田専務理事本庄孝志
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基調講演1では、日本におけるCCS扮I-jの実用化に向

けて、 2008年 3月策定のCoolEa吋1ーエネルギー革新

樹情十画も含めてCCSに対する取り組みが紹介された。

1万トン-C(hとしづ小規模の実験が実施されてきたが、

王先伏4，axl円/トン-c仇のコストダウンが課題であるこ

とが分かった。そのためC仏回収のための分離目賭矧すの開

発が進められており、 2015年に2000円台/トン-

C白、 2020年代には1000円台/ トン-c仇を目指

している。京都議定書以降をにらんだとき、 2050年の

温室化ガス半減の達成には、 CCSがもっとも可能性が高

い栃I-jといえ、 2050年における排出削減の20%はC

CSで達成されるとの見通しがある(図2)。また、全世

界のCCSの技術的なポテンシャルは2兆トン-C(hで

あり、現状の排出量の80年分に相当するなどの、伽敢的

な↑静Rも紹介された。
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図2 士修お国ll.化に対する革紺句捌?の寄与[1]

基調講演2では、海外のCCSのモニターを中心とする

梯府開発、実証およ的士会受容性に関する活動状況の報告

があった。またCCSとFDRの対比も話題となった。

講演1および講演2では、英国と豪州、ほおけるCCS実

証の状況が紹介された。

講演3は、アブダピのMASDAR計画の解説で、発電や

石油プラントからc(hを回収し、園内のαhネットワーク

を経由してFDR~=f1j用しようとし、う構想、が紹介された。

講演4は2008年5月26日に設立された日本CCS
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調査株式会社の紹介があった。株主主蕎成は、電力 11社、

石油5社、エンジニアリング5社、石油開発3社、鉄鋼2

祉簿の29の主要企業である。設立の目的は、 CCSの事

業化調査およひ噺究開発業務である。同社は世界初のCC

Sに特化した私企業であり、日本がCCSの研究から実証

フェーズに一歩踏み出したことを示した。2008年度に

は、 2つのプロジェクトを実施している。ひとつは、NE∞
t姉開発樹封書の「革新的ゼ、ロエミッション石炭ガス化発電

プロジェクト」事業の一部として、 「発電からαh貯留ま

でのトータルシステムのフィージビリティー・スタデイ

ー」である。 (株)クリーンコーノレパワー研究所の勿来(ナ

コソ)IGCC実証プラン トでC仇を分離し、沖合し、40km

にある磐城沖ガス田の枯渇型ガス層に貯留することを想

定して、 FSを実施する。2008年 7月""2010年度

末までの3年間である。他は、経済産業省地球環境扮憶

の補助事業である「二酸化炭素地中財溜槻棚究開発(実

証試験に適する地下帯水層等に係る評イ面技術開発)Jであ

る。これにより、既存の全国貯留層附字量調査結果を拡充

して、本格的実話機lこ適する地点の矧面手法を提案する

予定であり、今後の適地評価手法の雛形になると期待され

る。

4 特記事項

CCSは、化石資源に依存する産業にとって喫緊の樹jfj

課題である。水素エネルギーシステムにとっても、実現可

能性の高い中間シナリオを現実のものとするためには、石

炭などの化石資源と CCSをリンクさせた捌f開発が必

須である。今後の進展に注目してゆきたい。なお、講演資

料および予稿が財団法人地球環境産業側棚究樹禽

(町田)のホームページで閲覧可能なので、参照された

い。凶

FDR:島由加制αl弘知V句 rの略。原油増進回収。水、 天

然ガスキ{x)}よどをFE人する方法、クミカノレ・黙L攻法等カ~j;)る。
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